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原子ຊ科学研究所のᇶ♏ᇶ┙技術を活用した୰ᑠ業の〇ရ化事の分析 

 

 
 ᰿本ṇ༤（日本原子ຊ研究開発機構）ۑ

 

 

 
（㸯）はじめに 

 原子ຊ科学研究所（以ୗࠊ「原科研」という）は（⊂）日本

原子ຊ研究開発機構（以ୗࠊ「原子ຊ機構」という）のᮾᾏ研

究開発ࢭンターを構成する研究所であり（ᅗ㸯）ᪧࠊ 日本原子

ຊ研究所ᮾᾏ研究所の主に施タをᢸᙜする部⨫が研究開発ᣐ

点として⦅成されて発㊊した。原科研ෆにはࠊ研究用原子

᰾⇞料物質用施タなどの研究施タがタࠊ界実験置⮫ࠊ⅔

置されておりࠊ原科研に㥔在する研究開発部㛛所ᒓの研究者

と連ᦠしࠊ技術開発ࡸ施タ⥔ᣢなどの活動を行っている[1]。 

 原科研にタ置された研究施タはࠊ施タ用のไᗘにᇶ࡙い

てࠊ大学ࡸ公的研究機関のかࠊ業と連ᦠしたඹྠ研究ࠊ

ཷク・ጤク研究などに᭷料（研究成果は㠀公開）㸭↓料（研

究成果は公開）で用されている。さらにࠊඛ端大型研究施

タのඹ用による研究技術開発のᇶ┙ᙉ化活動をはじめࠊ原科

研がಖ᭷するᇶ♏ᇶ┙技術をベースにした୰ᑠ業➼の〇ရ

化ᨭなどの♫会㈉献活動も展開している[2]。原科研ではࠊ

これらの活動状況をインターࢿットなどによりᗈく࿘▱する

ことを┠指すとともにࠊ᭦なるᇶ♏ᇶ┙技術の活用事のฟを┠指した活動も㐍めている。         

本✏ではࠊ大型研究施タのඹ用状況および୰ᑠ業によるᇶ♏ᇶ┙技術の活用事の分析を通してࠊ

世界トップレベルの研究技術開発ຊをಖ᭷する研究機関が୰ᑠ業の技術ຊ向ୖに㈉献するためにྲྀ

るべき方策にࡘいて言及する。 

 

（㸰）原子ຊ科学研究所の大型研究施タのඹ用用状況 
 原子ຊ機構ではࠊ施タඹ用ไᗘによりࠊ原科研を

はじめとしてྛᆅの研究開発ᣐ点に㓄ഛされた研

究タഛのእ部用を㐍めている。施タඹ用ไᗘでの

↓料用はࠊẖ年行われる用ເ㞟に応ເされた

௳に対しᑂ査による採ᢥㄢ題に㐺用されࠊẖ年ⓒ௳

以ୖの௳が実施されている（ᅗ㸰）。原科研は原

子ຊ機構の主要な研究ᣐ点でありࠊ研究用原子⅔ࠊ

加㏿ჾࠊᨺᑕ⥺ᶆ‽施タといったከくの大型施タを

ඹ用化しているためにࠊ実施ㄢ題௳数の概ね༙分以

ୖの௳を実施している。 

 原科研での用状況を分析した結果ࠊ研究分野は

材料開発などのᇶ♏研究・応用研究でありࠊ大学及 

び公的研究機関に所ᒓしている研究者が代表になっ 

たྲྀ⤌みがᅽಽ的ከ数を༨めている。Ẹ㛫業による用௳数は少なく（ᅗ㸰）ࡑࠊのとࢇどが大

業の用であってࠊ研究開発型୰ᑠ業の用はࡈくわずかである。 

研究開発型⊂ἲがಖ᭷する研究施タの用に関する研究者のព識調査[3]によるとࠊඛ端大型研究施

タ及びඹ用施タに関してࠊ大学ࠊ業ࠊ公的研究機関のいずれの研究者もᇶ♏研究・応用研究での用

経験がᅽಽ的にከい。業による開発フ࢙ーࢬでの用௳数はᇶ♏研究・応用研究フ࢙ーࢬの概ね 1�4

ᅗ㸯 

ᅗ㸰 



― 234―

⛬ᗘでありࠊまたᕷሙ化（ヨసရస成➼）フ࢙ーࢬではく用されておらずࠊ原科研での用実⦼の

傾向と୍⮴する。 

これらの分析からࠊ୰ᑠ業による〇ရ化活動に対してඛ端研究施タの活用ᨭを展開するにあた

ってはࠊ業ഃの୍ᒙの情報提౪と用ᕼᮃの௳のᑀなᨭがྍḞであることが示၀される。 

 

（３）原子ຊ科学研究所の୰ᑠ業連ᦠによる技術開発事 
 原科研にはࠊ既㏙した大型研究施タを⥔ᣢ⟶⌮しࠊさらにࡑれらの施タを用した研究をᨭえるከく

の技術者が在⡠している。原子ຊ機構をはじめとする公的研究機関はࠊ研究技術開発での成果ฟばか

りでなくࠊ業➼との連ᦠを通して研究技術開発成果の活用とアウトカムฟの㈉献がồめられて

いる。このためࠊ㧗ᗘな技術開発⬟ຊを᭷する原科研の技術者はࠊ業➼からの≉チ実施チㅙཷࡸク研

究にྲྀり⤌みࠊ〇ရ化展開活動に㈉献してきている。 
 。るࡆ୰ᑠ業が〇ရ化を実現した代表的事をྲྀりୖࠊれらの活動の୰からࡑ 
 
 ー分ᩓ型⺯ග㹖⥺分析ჾの開発ࢠルࢿ࢚事㸯㸸ۑ
 ▼Ἔ〇ရのရ質⟶⌮用機ჾの開発㈍を行う田୰科学機ჾ〇సᰴᘧ

会♫はࠊ自♫開発のࢿ࢚ルࢠー分ᩓ型⺯ග㹖⥺分析ჾをᾏእを୰心に㈍

していたがࠊ▼Ἔ〇ရ୰の 10ppm の◲㯤⃰ᗘつไᙉ化を⫼ᬒとし

てࠊ㧗⢭ᗘでᏳ౯でᑠ型の⺯ග㹖⥺分析ჾの開発が必要になりࠊ原子ຊ

機構の研究技術༠ຊをᚓて〇ရ化を実現した（ᅗ３）。ࡑの開発過⛬で

はࠊ業ഃの研究開発୰᰾者と原子ຊ機構ഃのᶫΏし人材（ᗈ⩏のࢥー

デࢿータᙺ者）との⥭ᐦな連ᦠがࠊ開発ㄢ題のᢕᥱとᙺの明確化ࠊ

▷期㛫でのຠ⋡的な開発➼のᙉい推㐍ຊになった[4]。原子ຊ機構ഃ

のࢥーデࢿータᙺ者によってࠊ研究開発部㛛に在⡠する実験シミࣗ

レーション研究者と原科研に在⡠する࢚レクトロࢽクス技術者との連ᦠ 
が構⠏された。୧者の研究技術開発ຊがే用されたことにより୍ࠊ方の研究成果の㐺用だけではྍ⬟

だった㧗⢭ᗘ機ჾの開発が実現できࠊ業ഃの࢜ープンイノベーションにも㈉献できた。 
 
 事㸰㸸ᨺᑕ⥺࣓ーターの開発ۑ
 電子計 機ჾなどの開発㈍を行うᒾ通計 ᰴᘧ会♫が⚟ᓥ┴域でのᨺᑕ⥺࣓

ーターの㟂要を⫼ᬒにࠊ原子ຊ機構のࢥーデࢿータの⤂により࢚レクトロࢽ

クス技術者との連ᦠが開ጞされた。ྠ♫はࠊ原子ຊ機構がಖ᭷する≉チの実施チ

ㅙおよび࢚レクトロࢽクス技術ᢸᙜ者の技術的サポートをཷけࠊ▷期㛫での〇ရ

化（ᅗ㸲）を実現した[5]。 
⚟ᓥ第㸯原子ຊ発電所事ᨾによってࠊᨺᑕ⥺࣓ーターの㟂要がᛴ激に増加した

ことからࠊᏳ౯な㍺入ရの用も増えてきている。ྠ୍ሙ所における」数のᨺᑕ

⥺࣓ーターでの 定結果が異なる報告が┦ḟいでおりࠊᨺᑕ⥺࣓ーターの 定⢭

ᗘに対する信㢗性の確ಖが期ᚅされている。この〇ရ開発の過⛬ではࠊ原科研の

ඹ用施タであるᨺᑕ⥺ᶆ‽施タにおいてṇ確なᰯṇが行われた。これによりࠊ開

発ရの 定⢭ᗘに対する㧗い信㢗性が確ಖできている。                          

 
 事３㸸་⒪用デ᩿⸆原料の⢭〇のྲྀ⤌みۑ
 ᨺᑕ⬟ࡸ⎔ቃ分析ࠊ計 機ჾの〇స㈍などを行っているᰴᘧ会♫ 化研がࣈࣜࣔ」ࠊデン Mo-99/テ
クࢿチウム Tc-99m のᏳ定౪⤥に関するᐁẸ᳨ウ会 (ෆ㛶ᗓ)」の࣓ンバーとなってࠊ་⒪用デ᩿⸆原

料 Mo-99/Tc-99mo の国産化にྲྀ⤌み[6]ࠊJST の A-STEP 事業で Tc-99m 国産タഛの開発ㄢ題が採ᢥさ

れたためࠊTc-99m の分離ᅇの実ドを原科研に౫㢗した。原科研における研究用原子⅔のᨺᑕ⥺↷ᑕ

タഛの活用によってࠊኳ↛ Mo に୰性子を↷ᑕし Mo-99 をຠ⋡よく量産する技術の᳨ドが行われた。さ

らにᨺᑕ性物質用Ᏻヨ験施タの㐠用でᇵわれた分析技術の㐺用によってࠊTc-99m の大量分離⢭〇の

技術が開発されࠊ〇ရ化開発の成ຌ[6]にࡘながった。 
 
これらの〇ရ化開発事にඹ通する≉ᚩ的な事㡯をᢳฟしたものが表㸯である。業ഃとの༠ຊ関係の

構⠏にᙜたってྍḞといわれているࠊ研究機関と業㛫のึ期ࢥミࣗࢣࢽーションࠊ業ഃの技術開

ᅗ㸲 

ᅗ３ 
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発ポテンシࣕルࠊ研究技術開発資㔠のᡭᙜてࠊ開発成果のྲྀりᢅいに関する事๓合ពなどが䬘っておりࠊ

また原科研ෆ部では大型ඹ用施タ用のྛ部⨫㛫の連ᦠがスムーࢬに展開できていることが❚える。 

 

ඹ通する事㡯 ෆᐜ 

ึ期の動き 連ᦠのきっかけ 業ഃからのࢥンタクト 
機構ഃのึ期応対 㧗ᗘな研究技術ຊをもࡘ研究者➼が最ึに応対 

業の≉ᚩ 
業のၟရラインࢼップ ከ✀ከ数の機ჾを開発㈍୰ 

技術開発の機⬟ 㧗ᗘな技術開発ຊをಖ᭷する研究開発型業 
自♫開発が㞴しい技術ㄢ題をෆໟ 

開発資㔠 原子ຊ機構ഃの開発資㔠 業からのཷク研究費の提౪ 
㧗ᗘなㄢ題タ定だがࠊ少㢠な自ᕫ資㔠で開発ྍ⬟ 

成果のྲྀᢅい ≉チ用ࠊ研究成果の公表の事

๓合ព 
研究技術開発の成果公表のุ᩿ではࠊ研究ዎ⣙にᇶ

࡙いて┿ᦸかࡘ༑分にពᛮ通 

人材 研究技術開発人材 業ഃでも研究技術開発のᑓ௵人材がᚑ事 
 ーション ロジと研究技術開発の୧面で༑分なពᛮ通ࢣࢽミࣗࢥ

表㸯 
 
（㸲）事の分析 
 〇ရ化が成ຌに⮳る大きな要因としてࠊ๓㡯でᢳฟした事㡯以እにもࠊ研究機関と業とのᶫΏし状

況ࠊ連ᦠ活動で流する技術者㛫の連ᦠࠊ㧗ᗘな研究施タの用ᨭ➼でのⰋዲなマࢿジ࣓ントが考え

られる。๓㡯でྲྀりୖࡆた３௳の〇ရ化事にࡘいてࠊ成ຌにᑟいたල体的な推定要因としてࠊձ研究

開発型業としてのಖ᭷技術ຊࠊղ原子ຊ機構ഃࢥーデࢿータの㈉献ࠊճ原科研の技術者と業ഃと

の連ᦠプロࢭスࠊをྲྀりୖࡆる。これらを比較した結果が表㸰である。 

 

成ຌにᑟいた 

推定要因 

事㸯 

（⺯ග㹖⥺分析ჾ） 

事㸰 

（ᨺᑕ⥺࣓ーター） 

事３ 

（་⒪用デ᩿⸆の 
原料⢭〇） 

ձ研究開発型

業としてのಖ᭷

技術ຊ 

㧗ᗘなタ計技術ຊをಖۑ

᭷ 

እ国業との技術開発ۑ

競争に付けされた㧗

い技術開発ຊ 

電子計 機ჾ࣓ーカーۑ

としてࠊ㧗ᗘなタ計技

術ຊをಖ᭷ 

分析ࠊ㧗ᗘなタ計技術ຊۑ

技術ຊをಖ᭷ 

㹈㹑㹒の競争的資㔠をۑ

⋓ᚓした㧗ᗘな研究開

発ポテンシࣕル 

ղ原子ຊ機構ഃ

ータࢿーデࢥ

の㈉献 

業ഃ提ෆᐜの分析ۑ

と┠ᶆタ定の提 

原子ຊ機構における研ۑ

究者・技術者の連ᦠ体

ไの構⠏ 

スにおけるࢭ開発プロۑ

関連技術情報の㞟と

提౪ 

技術ຊ向ୖのための新ۑ

つ連ᦠの提 

〇ရ化活動での研究成ۑ

果➼のྲྀᢅ方策の提

原子ຊ機構における技ۑ

術者の連ᦠ体ไの構⠏

の関連≉チ活業ഃۑ

用の提 

ク・ጤク研究としてのཷۑ

連ᦠ 

原科研の技術開発ᢸᙜۑ

が主たる連ᦠᢸᙜ者と

して活動 

ճ原科研の技術

者と業ഃとの

連ᦠプロࢭス 

୧者㛫での⥭ᐦな情報ۑ

で開発ㄢ題をඹ᭷

業ഃのⱝᡭ技術者をۑ

୍的にཷけ入れて㧗

ᗘな技術のྲྀᢅを指ᑟ

୧者㛫での⥭ᐦな情報ۑ

で開発ㄢ題をඹ᭷

原科研のྛඹ用施タᢸۑ

ᙜ者㛫ともヨ験状況を

ඹ᭷しࠊ最Ⰻのヨ験状態

を実現 

表㸰 
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㔜要な要因となっていると推定ࠊの事でඹ通点がありࡘ３ࠊいてࡘの推定要因にれの成ຌࡒれࡑ 

できる。ල体的にはࠊ研究開発型業としての㧗ᗘな技術ຊのಖ᭷ࠊ原科研技術者と業ഃとの開発ㄢ

題または成果情報のඹ᭷である。技術ຊ及び技術情報のಖ᭷・ඹ᭷ᙧ態にࡘいては大きな差異が認めら

れずࠊ㧗ᗘな技術ຊࡸ連ᦠ┦ᡭとの開発関連情報のඹ᭷化のព識は研究開発型業に本質的にලഛさ

れているとゎ㔘できる。 

 ୍方ࠊ原子ຊ機構ഃのᶫΏし人材にࡘいてはࡘ３ࠊの事において機構ෆの研究者技術者㛫のពᛮ

通機⬟者として大きく㈉献している。しかしࡑࠊのᶫΏしのල体的ෆᐜをみてみるとࠊ事㸯と事㸰

事３とでは大きく異なっている。ᶫΏし人材が果たすᙺにࡘいてはࠊ研究機関ࡸᨭ機関において

とい「ージࣕーࢿマ」「ーࢨアドバイ」「ータࢿーデࢥ」ࠊᙺをᫎしてࡸートする⠊ᅖࢿーデࢥ

ったᵝࠎなྡ⛠がタ定されている。ᶫΏし人材の期ᚅは୍ࠊ⯡にࠊ研究ᨭࠊ▱的㈈産⏕ᨭࠊᗈ

報活動ᨭといったことが主体と考えられる。ࡑれらの活動状況にὀ┠して事㸯と事３の比較をし

てみるとࠊᶫΏし人材が原子ຊ機構に整ഛされているさまࡊまなไᗘを用したかどうかで大きな㐪い

が見られる。すなわࠊࡕ事３ではヨ験・分析に関わる技術者ࡸ施タ⟶⌮者➼の業ົ୰心のᶫΏしであ

るのに対しࠊ事㸯ではࠊ原子ຊ機構ෆの関連しࡑうな研究者・技術者に関する情報提౪というᶫΏし

ばかりでなくࠊ原子ຊ機構のྛ✀ไᗘの活用を通した業ポテンシࣕルの向ୖに関する提にまで㋃み

㎸ࢇでいる。この結果としてࠊ業技術者ཷけ入れไᗘの活用によって業ഃ開発ᢸᙜ者の技⬟向ୖが

ᅗられるとともにࠊ研究成果の論文化ࡸ≉チ化➼のྲྀりᢅいに対するព識がඹ᭷化できている。ྠ にࠊ

原子ຊ機構がಖ᭷する研究成果情報を通じてࠊの自♫計 機ჾの新つ展開といった技術流でも⥅続

した連ᦠ活動が期ᚅできる。 
事㸯のᶫΏし人材はࠊ研究機関のシーࢬまたは業のࢽーࢬの情報ᢕᥱ・⤂者というᙺ・置

ྲྀりに␃まらずにࣜࠊサーチ・アドミࢽストレータとサイ࢚ンステクࢽシࣕンの性᱁をేࡏᣢࠊࡕடᒸ

が指摘した産業界・大学・行政㛫での技術・情報・技術者のフローを俯瞰的にᢕᥱする「テクノプロデ

ࣗーサー」[7]に近いᙺを₇じているといえる。 

これらの事比較からࠊᶫΏし人材のス࢟ルアップ及びこれまでに整ഛされてきたไᗘࡸ施タの᭷ຠ

活用を総合的に展開することの㔜要性がᾋかびୖがってくる。これまでの科学技術システム改革ではࠊ

ストࢽ現在はࣜサーチ・アドミࠊ連ᦠไᗘの整ഛが㐍められࡸータといった人材⫱成・㓄置ࢿーデࢥ

レータといった研究ᨭ人材の⫱成に㔜点が置かれている。ᚋはࠊ䛂䝁䞊䝕䜱䝛䞊䝍䛃の◊✲ᢏ⾡ᑓ㛛⫋

（䝃䜲䜶䞁䝇䝔䜽䝙䝅䝱䞁）䛸䛧䛶の⬟ຊྥୖ䜔㐃ᦠᵓ⠏䛻ᯝ䛯䛩ᙺのᗈ⠊䛸䛔䛳䛯ほⅬ䛻❧䛳䛶䚸㐃ᦠே

ᮦの⫱ᡂ䛜㐍ᒎ䛩䜛䛣䛸䛜ᮇᚅ䛥䜜䜛䚹 

 

（㸳）まとめ 
 原子ຊ科学研究所のᇶ♏ᇶ┙技術をᨭえるඹ用施タと研究技術人材の୧面からࠊ୰ᑠ業の技術ຊ向

ୖに㈉献するための方策を㆟論した。施タඹ用での実⦼分析ࠊ業の〇ရ化に対するᨭの事分析を

とおしてࠊ୰ᑠ業の研究技術開発ᨭで成ຌにᑟく㔜要な要⣲となるものが㧗ᗘな連ᦠ人材の⫱成

と既存ไᗘの活用であることが明らかになった。 
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